
（ 指定催し に係る 火災予防）  

第 5 4 条の４  前条第１ 項に規定する 催し の主催者は、 同項の規定によ る 指定があつたと き は、 速

やかに防火担当者を 定め、 規則で定める と こ ろ によ り 火災予防上必要な業務に関する 計画を 作成

さ せる と と も に、 当該計画に基づく 業務を 行わせなければなら ない。（ ら ）  

２  前条第１ 項の規定によ り 指定さ れた催し の主催者は、 当該催し を 開催する 日（ ２ 日以上継続し

て開催さ れる 催し にあ つては、 その初日） の 1 4 日前の日（ 同日以後に同項の規定によ る 指定が

あつた場合その他やむを 得ない場合にあつては、 消防署長が定める 日） ま でに、 前項に規定する

計画を その指定を し た消防署長に提出し なければなら ない。（ ら ）  

 

条則 

( 火災予防上必要な業務に関する 計画)  

第 1 0 条の３  条例第 5 4 条の４ 第１ 項の計画には、 次に掲げる 事項を 記載し なければなら ない。

（ ね）  

⑴ 火災予防に関する 業務の実施体制の確保に関する こ と 。  

⑵ 対象火気器具等( 令第５ 条の２ 第１ 項に規定する 対象火気器具等を いう 。以下こ の項において

同じ 。 ) の使用及び危険物の取扱いに関する こ と 。 （ ね）  

⑶ 対象火気器具等を 使用し 、 又は危険物を 取り 扱う 露店、 屋台その他こ れら に類する も の及び

客席の火災予防上安全な配置に関する こ と 。 （ ね）  

⑷ 対象火気器具等を 使用する 場合の消火準備に関する こ と 。 （ ね）  

⑸ 火災が発生し た場合における 消火活動、 通報連絡及び避難誘導に関する こ と 。 （ ね）  

⑹ その他火災予防上必要な業務に関する こ と 。 （ ね）  

２  条例第 5 4 条の４ 第２ 項の規定によ る 提出は、 届出書に必要な図書を 添えて行わなければなら

ない。 （ ね）  

 

【 解説】  

前条に続き 、 指定さ れた催し の主催者の役割について規定し たも のであ る 。  

 

１  第１ 項について 

⑴ 「 防火担当者」 は、 催し の関係者に対し て、 火災予防上必要な業務に関し 必要な指示等を 行う

こ と ができ る 立場の者から 定める こ と 。  

なお、 催し を 主催する 団体の代表者が自ら 防火担当者になる こ と を 妨げる も のではない。  

⑵ 「 火災予防上必要な業務に関する 計画」 は、 条則第 1 0 条の３ に規定する 事項を 基に、 催し の

実態等に応じ た実効性のある 計画と する こ と 。  

 

２  第２ 項について 

⑴ 「 催し の開催さ れる 1 4 日前」 について、 ２ 日以上連続し て実施する 催し の場合は、 その初日



（ 開催日） を 起点と し 、 その日の前日から 起算し て 1 4 日前と する 。（ 例： ９ 月 1 5 日に実施す

る 場合は９ 月１ 日が期限）  

⑵ 「 その他やむを 得ない場合」 と は、 催し 実施日の 1 5 日前に指定し た場合など で、 計画の作成

に必要な時間を 十分にと る こ と ができ ないよ う な場合のこ と である 。  

⑶ 「 消防署長が定める 日」 と は、 計画の作成に要する 期間を 勘案し 、 適当と 思われる 日を 定める

も のであり 、「 指定催し の指定通知書」 に記載し 、 催し の主催者へ通知する こ と と する 。  

⑷ 本規定によ る 計画は、当該催し の主催者によ る 火災予防の基礎と なる も のである こ と から 、屋

外における 催し の防火管理の実効性を 担保する ため、当該計画の提出義務違反については、条例

第 6 2 条によ り 罰則の対象と なる 。  

 

３  指定催し 以外の大規模な催し について 

指定催し に該当し ない屋外での催し で、 出店する 露店等の数が 1 0 0 店舗を 超える も のについて

は、 本条に準じ た指導を 行う こ と と する 。  


